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 ４ 数は少ないが当事者である外国人が主体となって始めた教室もある。 
 ５ 自主グループＡＬＯＥ（ASSOCIATION OF LADIES WITH OVERSEAS EXPIERIENCE）主催の「あかさたな」は名古屋市
東生涯学習センターの主催講座を担当した時期があり、現在は愛知県国際交流協会の共催を得て開催している。ＮＰＯ法人
保見ヶ丘国際交流センター主催の「保見ヶ丘日本語教室」は現在豊田市の委託事業として行っている。 

























































































































 17 このような状況に対して「乳幼児を連れた学習者etc. に開かれた日本語教室を考える会」の活動があるし、親子連れの教
室や託児つきの教室も存在する。 













要因 自然習得 必要性の認識 教室への参加度 
日本語能力 有   ＊＊＋＊１ 
（正規教育の機会） 無   ＊＊－＊２ 
居住形態ａ 分散型 ＋ ＋ ＊＊＋＊３ 
（地域の同胞） 集住型 － － － 
居住形態ｂ 日本語使用 ＋ ＋ ＋ 
（同居者） 母語（他言語）使用 － ＊＊(－＊４) （－） 








（日本人） 非接触型 － － － 
安定・規則的   ＋ 
就労形態ｂ 
不安定・不規則   － 
良い   ＋ 
交通の利便性 
悪い   － 





（家族関係） 自由   ＋ 
 定住型  ＋ ＋ 
滞在予定期間 定住化傾向型  ＊＊(－＊５) （－） 
 
帰国 



















































































 20 活動者の主体が主婦層による日本語教室は平日の昼間に開催することになる。 











































 24 名古屋市の「ことばの会」は学校型であるが、学習者を講師に外国語や文化紹介の講座を主催している。 










































名古屋市立大学大学院人間文化研究科 人間文化研究 第６号 2006年12月 
表２ 地域日本語教室の特徴と規定要因 
 規定要因 教室の特徴 
活動目的 主催者の立場および意識 (学習者の日本語習得) (市民交流) 
開催場所 駅前型 地域密着型 
開催日時 
活動者または学習者の利便性 
主催者の立場・状況 平日の昼間 平日の夜間 週末 


















活動者･学習者の参加度 構成員の変動無し 構成員の変動有り 


































































      ⇒ 学校型の習熟 
開設目的
  趣旨


































   そのためには、ボランティア養成・研修を担当している専門家が相互学習の必要性を認識
し、講座内容を再考する必要がある。 
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